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君津市議会議員及び君津市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（選挙運動用ビラの作成の公費の支払） （選挙運動用ビラの作成の公費の支払） 

第８条 君津市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の

契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラ

の１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、８円３８銭を超える場

合には、８円３８銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補

者を通じて法第１４２条第１項第６号に定める枚数の範囲内のもの

であることにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者から

の申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金

額を、第６条後段において準用する第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に

基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

第８条 君津市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の

契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラ

の１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、７円７３銭を超える場

合には、７円７３銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該候補

者を通じて法第１４２条第１項第６号に定める枚数の範囲内のもの

であることにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者から

の申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金

額を、第６条後段において準用する第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に

基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

（選挙運動用ポスターの作成の公費の支払） （選挙運動用ポスターの作成の公費の支払） 

第１１条 君津市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条

の契約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする

者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、５８６円 

８８銭に当該選挙のポスター掲示場の数を乗じて得た金額に 

３１６，２５０円を加えた金額を当該選挙のポスター掲示場の数で

除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１

円とする。）を超える場合には、当該除して得た金額）に当該選挙

運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙のポスタ

ー掲示場の数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員

会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会 

第１１条 君津市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条

の契約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする

者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、５４１円 

３１銭に当該選挙のポスター掲示場の数を乗じて得た金額に 

３１６，２５０円を加えた金額を当該選挙のポスター掲示場の数で

除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１

円とする。）を超える場合には、当該除して得た金額）に当該選挙

運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙のポスタ

ー掲示場の数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員

会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会 
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が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第９条後段におい

て準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、

当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ポスタ

ーの作成を業とする者に対し支払う。 

が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を、第９条後段におい

て準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、

当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ポスタ

ーの作成を業とする者に対し支払う。 
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君津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例新旧対照表 

改正案 現 行 

別表第１（第４条第１項） 別表第１（第４条第１項） 

機関 事務 

１～４ 省略 

５ 市長 住登外者（市の住民基本台帳に記録されていない者をい

う。以下同じ。）の情報の管理に関する事務であって規

則で定めるもの 
 

機関 事務 

１～４ 省略 
 

別表第２（第４条第１項、第２項） 別表第２（第４条第１項、第２項） 

機関 事務 特定個人情報 

１～５ 省略 

６ 市長 住登外者の情報

の管理に関する

事務であって規

則で定めるもの

利用特定個人情報であって規則で定めるも

の 

君津市重度心身障害者の医療費助成に関す

る条例による医療費の助成に関する情報で

あって規則で定めるもの 

君津市精神障害者医療費給付条例による医

療費の給付に関する情報であって規則で定

めるもの 

君津市ひとり親家庭等の医療費等の助成に

関する条例による医療費等の助成に関する

情報であって規則で定めるもの 

子ども医療費の助成に関する情報であって

規則で定めるもの 

７ 市長 特定個人番号利

用事務又は別表

住登外者の情報の管理に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

機関 事務 特定個人情報 

１～５ 省略 
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 第１の右欄に掲

げる事務（住登

外者の情報の管

理に関する事務

あって規則で定

め る も の を 除

く。） 
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一般職の職員の特殊勤務手当支給条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（危険な業務に従事する職員の特殊勤務手当） （危険な業務に従事する職員の特殊勤務手当） 

第６条 危険な業務に従事する職員の特殊勤務手当は、次に掲げると

おりとする。 

第６条 危険な業務に従事する職員の特殊勤務手当は、次に掲げると

おりとする。 

(1) ～(3) 省略 (1) ～(3) 省略 

 (4) 緊急消防援助隊等手当  

２～３ 省略 ２～３ 省略 

４ 出動手当は、消防本部又は消防署に勤務する職員（救助隊員を除

く。）が救急、火災又は災害等により出動したとき（次項に規定する

業務に従事したときを除く。）に支給する。 

４ 出動手当は、消防本部又は消防署に勤務する職員（救助隊員を除

く。）が救急、火災又は災害等により出動したとき        

              に支給する。 

５ 緊急消防援助隊等手当は、消防本部又は消防署に勤務する職員が

消防組織法(昭和２２年法律第２２６号)第４５条第１項に規定する

緊急消防援助隊として行う業務又はこれに類すると市長が認める業

務に従事したときに支給する。 

 

別表（第８条） 

区分 種類 単位 支給額 

１～３ 省略 

４ 危険な

業務に従

事する職

員の特殊

勤務手当 

(1) ～(3) 省略 

(4) 緊急消防援助隊等手当 日額 ８４０円（大規模な災害

として市長が認める災

害に係る業務に従事し

た と き に あ っ て は

１，０８０円、大規模な

災害として市長が認め

る災害かつ市長が著

別表（第８条） 

区分 種類 単位 支給額 

１～３ 省略 

４ 危険な

業務に従

事する職

員の特殊

勤務手当 

(1) ～(3) 省略 
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   しく危険であると認め

る区域で行われた業務

に従事したときにあっ

ては２，１６０円）

５ 省略 
 

  

 

 

 

５ 省略 
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君津市手数料徴収条例新旧対照表 

改正案 現 行 

別表第２（第２条） 別表第２（第２条） 

手数料を徴収する事務 金額 

１～４０ 省略 

４１ 土地及び家屋の評価額につ

いての証明 

１通につき３００円 

４２ 償却資産の評価額について

の証明 

１通につき３００円 

４３～５５ 省略 
 

手数料を徴収する事務 金額 

１～４０ 省略 

４１ 土地    の評価額につ

いての証明 

１件につき３００円 

４２ 家屋の評価額についての証

明 

１件につき３００円 

４３～５５ 省略 
 

備考 備考 

１ 土地及び家屋の評価額についての証明は、１枚当たり最大５

物件を表示するものとし、１枚を増すごとに３０円を加算した

額とする。 

１ 土地及び家屋の評価額についての証明は、それぞれ１枚をも

って１件とし、以後１枚を増すごとに３０円を加算した額  

 とする。 

２～３ 省略 ２～３ 省略 
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君津市市民スポーツ広場の設置及び管理に関する条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（管理） （管理） 

第３条 君津市小糸スポーツ広場                                

                                  及びプール（以下「指定施設」

という。）を除くスポーツ広場は、市長が管理する。 

第３条 君津市小糸スポーツ広場（次条第２号及び第９条第２項にお

いて「小糸スポーツ広場」という。）及びプール（以下「指定施設」

という。）を除くスポーツ広場は、市長が管理する。 

２ 省略 ２ 省略 

（指定管理者が行う業務の範囲） （指定管理者が行う業務の範囲） 

第４条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 第４条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 君津市小糸スポーツ広場の野球場及びプールの使用料の徴収等

に関する業務 

(2) 小糸スポーツ広場      の野球場及びプールの使用料の徴収等

に関する業務 

(3) ～(5) 省略 (3) ～(5) 省略 

（使用料） （使用料） 

第９条 スポーツ広場を使用しようとする者は、別表に定める使用料

を納付しなければならない。 

第９条 プールを使用しようとする者は、別表第１に定める使用料を

納付しなければならない。 

２ 君津市小糸スポーツ広場の自由広場並びに君津市小櫃スポーツ広

場及び君津市松丘スポーツ広場のゲートボール場の使用料は、無料

とする。 

２ 小糸スポーツ広場の野球場を使用しようとする者は、別表第２に

定める使用料を納付しなければならない。 

 ３ 前２項に規定するもののほか、スポーツ広場の使用料は、無料と

する。 

（使用料の還付） （使用料の還付） 

第１１条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、天候、災害

その他使用者の責めに帰さない理由により使用できないときは、こ

の限りでない。 

第１１条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし      、災

害その他使用者の責めに帰さない理由により使用できないときは、

この限りでない。 
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別表（第９条第１項） 別表第１（第９条第１項） 

１ 専有使用 

区分 使用料（１時間に

つき） 

君津市久留里

スポーツ広場 

野球場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円

君津市小糸ス

ポーツ広場 

野球場 入場料そ

の他これ

に類する

金銭を徴

収しない

場合 

小学生チ

ーム 

中学生チ

ーム 

高校生チ

ーム 

７５０円

一般チー

ム 

１，５００円

入場料そ

の他これ

に類する

金銭を徴

収する場

合 

小学生チ

ーム 

中学生チ

ーム 

高校生チ

ーム 

２，２５０円

一般チー

ム 

４，５００円

職業チー

ム 

１３，５００円

上記以外の場合 ６，７５０円

区分 使用料 

大人（高校生以上） １回につき ２１０円 

小人（小・中学生） １回につき １００円 

義務教育就学前の者 無料 

更衣ロッカー １回につき ５０円 

備考 更衣ロッカーを除き、市外居住者の使用料は、当該区分の額の

倍額とする。 

 



 

-
 
1
0
 
- 

君津市小櫃ス

ポーツ広場 

野球場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円

君津市松丘ス

ポーツ広場 

野球場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円

多目的広場 小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

３００円

一般チーム ６００円
 

備考 

１ 市外居住者の使用料は、当該区分の額の倍額とする。 

２ 使用時間については、準備及び後片付けの時間を含むものとす

る。 

３ 使用時間を超えた場合の使用料は、１時間（１時間未満は、１時

間とする。）につき当該区分の１時間相当額とする。 

 

 

 

 

 

 

２ 個人使用  

区分 使用料 

プール 大人（高校生以上） １回につき ２１０円 

小人（小・中学生） １回につき １００円 

義務教育就学前の者 無料 

更衣ロッカー １回につき ５０円 
 

 

備考 更衣ロッカーを除き、市外居住者の使用料は、当該区分の額の倍

額とする。 

 



 

-
 
1
1
 
- 

 別表第２（第９条第２項） 

 区分 使用料（１時間につき） 

入場料その他これに類

する金銭を徴収しない

場合 

小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

５１０円

一般チーム １，０３０円

入場料その他これに類

する金銭を徴収する場

合 

小学生チーム 

中学生チーム 

高校生チーム 

１，５４０円

一般チーム ３，０９０円

職業チーム ９，２９０円

上記以外の場合 ４，６４０円
 

 備考 

１ 市外居住者の使用料は、当該区分の額の倍額とする。 

２ 使用時間については、準備及び後片付けの時間を含むものと

する。 

３ 使用時間を超えた場合の使用料は、１時間（１時間未満は、１

時間とする。）につき当該区分の１時間相当額とする。 
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君津市民文化ホールの設置及び管理に関する条例新旧対照表 

改正案 現 行 

別表第１（第１０条第２項） 別表第１（第１０条第２項） 

ホール利用料金 ホール利用料金 

区分 利用料金 

基本利用料

金 

割増利用料金 

入場料徴収の場合 

施設 使 用

日 

時間 １，０００

円未満 

１，０００ 

円 以 上 

３，０００ 

円 未 満 

３，０００

円以上 

大 ホ

ー ル

平日 ９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

３０，８００

円 

１５，４００

円

３０，８００

円

４６，２００

円

  １３：００～ ５６，１００ ２８，０５０５６，１００ ８４，１５０

  １７：００ 円 円 円 円

  １８：００～

２１：３０ 

７３，７００

円 

３６，８５０

円

７３，７００

円

１１０，５５０

円

  ９ ： ０ ０ ～

２１：３０ 

１４４，１００

円 

７２，０５０

円

１４４，１００

円

２１６，１５０

円

 土曜日・

日曜日・

休日 

９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

３６，９６０

円 

１８，４８０

円

３６，９６０

円

５５，４４０

円

 １３：００～

１７：００ 

６７，３２０

円 

３３，６６０

円

６７，３２０

円

１００，９８０

円

 １８：００～

２１：３０ 

８８，４４０

円 

４４，２２０

円

８８，４４０

円

１３２，６６０

円

 ９ ： ０ ０ ～１７２，９２０ ８６，４６０１７２，９２０２５９，３８０

区分 利用料金 

基本利用料

金 

割増利用料金 

入場料徴収の場合 

施設 使 用

日 

時間 １，０００

円未満 

１，０００

円 以 上

３，０００

円 未 満

３，０００

円以上 

大 ホ

ー ル

平日 ９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

１２，１００

円

６，０５０

円

１２，１００

円

１８，１５０

円 

  １３：００～ ２２，０００１１，０００ ２２，０００３３，０００ 

  １７：００ 円 円 円 円 

  １８：００～

２１：３０ 

２８，６００

円

１４，３００

円

２８，６００

円

４２，９００

円 

  ９ ： ０ ０ ～

２１：３０ 

５６，１００

円

２８，０５０

円

５６，１００

円

８４，１５０

円 

 土曜日・

日曜日・

休日 

９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

１４，３００

円

７，１５０

円

１４，３００

円

２１，４５０

円 

 １３：００～

１７：００ 

２６，４００

円

１３，２００

円

２６，４００

円

３９，６００

円 

 １８：００～

２１：３０ 

３４，１００

円

１７，０５０

円

３４，１００

円

５１，１５０

円 

 ９ ： ０ ０ ～６７，１００３３，５５０ ６７，１００１００，６５０ 
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  ２ １ ： ３ ０ 円 円 円 円

中 ホ

ー ル

平日 ９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

１６，５００

円 

８，２５０

円

１６，５００

円

２４，７５０

円

 １３：００～

１７：００ 

３０，８００

円 

１５，４００

円

３０，８００

円

４６，２００

円

 １８：００～

２１：３０ 

４０，７００

円 

２０，３５０

円

４０，７００

円

６１，０５０

円

 ９ ： ０ ０ ～

２１：３０ 

７９，２００

円 

３９，６００

円

７９，２００

円

１１８，８００

円

 土曜日・

日曜日・

休日 

９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

１９，８００

円 

９，９００

円

１９，８００

円

２９，７００

円

 １３：００～

１７：００ 

３６，９６０

円 

１８，４８０

円

３６，９６０

円

５５，４４０

円

 １８：００～ 

２１：３０ 

４８，８４０

円 

２４，４２０

円

４８，８４０

円

７３，２６０

円
 

  ９ ： ０ ０ ～９５，０４０ ４７，５２０ ９５，０４０１４２，５６０

  ２１：３０ 円 円 円 円
 

  ２ １ ： ３ ０ 円 円 円 円 

中 ホ

ー ル

平日 ９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

７，７００

円

３，８５０

円

７，７００

円

１１，５５０

円 

 １３：００～

１７：００ 

１４，３００

円

７，１５０

円

１４，３００

円

２１，４５０

円 

 １８：００～

２１：３０ 

１８，７００

円

９，３５０

円

１８，７００

円

２８，０５０

円 

 ９ ： ０ ０ ～

２１：３０ 

３６，３００

円

１８，１５０

円

３６，３００

円

５４，４５０

円 

 土曜日・

日曜日・

休日 

９ ： ０ ０ ～

１２：００ 

８，８００

円

４，４００

円

８，８００

円

１３，２００

円 

 １３：００～

１７：００ 

１７，６００

円

８，８００

円

１７，６００

円

２６，４００

円 

 １８：００～ 

２１：３０ 

２２，０００

円

１１，０００

円

２２，０００

円

３３，０００ 

円 
 

  ９ ： ０ ０ ～４４，０００ ２２，０００ ４４，０００６６，０００ 

  ２１：３０ 円 円 円 円 
 

備考 備考 

 １～３ 省略  １～３ 省略 

４ 本市の住民でない者又は本市内に本社、支社、営業所等がない

団体等の割増利用料金については、使用区分、時間に応じて基本

利用料金の１０割とする。 

４ 本市の住民でない者又は本市内に本社、支社、営業所等がない

団体等の割増利用料金については、使用区分、時間に応じて基本

利用料金の５割 とする。 

５ 省略 ５ 省略 

  ６ 冷房又は暖房の割増利用料金は、基本利用料金の４割とす 

る。 
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６ 省略 ７ 省略 

７ 省略 ８ 省略 

別表第２（第１０条第２項） 別表第２（第１０条第２項） 

リハーサル室・会議室等利用料金 リハーサル室・会議室等利用料金 

区分 利用料金 

施設 時間 基本利用料金 

リハーサル室 ９：００～１２：００ ４，０７０円

１３：００～１７：００ ４，９５０円

１８：００～２１：３０ ６，０５０円

９：００～２１：３０ １３，５３０円

練習室 ９：００～１２：００ １，２１０円

１３：００～１７：００ １，４３０円

１８：００～２１：３０ １，６５０円

９：００～２１：３０ ３，８５０円

会議室 ９：００～１２：００ １，４３０円

１３：００～１７：００ １，６５０円

１８：００～２１：３０ １，９８０円

 ９：００～２１：３０ ４，５１０円

和室 省略 

１８：００～２１：３０ ８８０円

９：００～２１：３０ １，８７０円

ギャラリー ９：００～２１：３０ ８，２５０円
 

区分 利用料金 

施設 時間 基本利用料金 

リハーサル室 ９：００～１２：００ １，６５０円

１３：００～１７：００ １，９８０円

１８：００～２１：３０ ２，４２０円

９：００～２１：３０ ５，５００円

練習室 ９：００～１２：００ ６６０円

１３：００～１７：００ ７７０円

１８：００～２１：３０ ８８０円

９：００～２１：３０ ２，０９０円

会議室 ９：００～１２：００ １，１００円

１３：００～１７：００ １，３２０円

１８：００～２１：３０ １，５４０円

 ９：００～２１：３０ ３，５２０円

和室 省略 

１８：００～２１：３０ ７７０円

９：００～２１：３０ １，７６０円

ギャラリー ９：００～２１：３０ ２，７５０円
 

１ 省略 １ 省略 

２ 本市の住民でない者又は本市内に本社、支社、営業所等がない

団体等の割増利用料金については、使用区分、時間に応じて基本

利用料金の１０割とする。 

２ 本市の住民でない者又は本市内に本社、支社、営業所等がない

団体等の割増利用料金については、使用区分、時間に応じて基本

利用料金の５割 とする。 
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３～５ 省略 ３～５ 省略 
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君津市企業立地促進条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（指定企業） （指定企業） 

第４条 省略 第４条 省略 

２ 前項の規定にかかわらず、立地奨励金に限り、事業所を新設する

企業とは別の関係企業（規則で定める要件を満たす企業をいう。以

下同じ。）が当該事業所を操業する場合についても、奨励措置の対象

とし、当該関係企業を前項の指定企業に含むものとする。この場合

において、事業所を新設する企業は、市内に事業所を有するか否か

を問わないものとする。 

 

（立地奨励金） （立地奨励金） 

第５条 省略 第５条 省略 

２ 立地奨励金の額は、新設し、又は増設した事業所の固定資産税及

び都市計画税の収納額に相当する額に４分の３を乗じて得た額（ 

１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。）とし、１年度当たり２億円を限度とする。ただし、第

２条第３号アに規定する事業所を設置する企業（関係企業であって、

市内に事業所を有しないものを含む。）にあっては、当該事業所の固

定資産税及び都市計画税並びに法人市民税の収納額に相当する額に

４分の３を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生じたときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）とし、１年度当たり２億円

を限度とする。 

２ 立地奨励金の額は、新設し、又は増設した事業所の固定資産税及

び都市計画税の収納額に相当する額                            

                              

                   を限度とする。ただし、第

２条第３号アに規定する事業所を設置する企業         

                 にあっては、当該事業所の固

定資産税及び都市計画税の収納額に相当する額に法人市民税の収納

額に相当する額を加えた額                             

                              

を限度とする。 

３ 立地奨励金の交付対象期間は、次のとおりとする。 ３ 立地奨励金の交付対象期間は、次のとおりとする。 

(1) 固定資産税及び都市計画税に係る立地奨励金は、新設し、又は

増設した事業所が操業を開始した日（以下「操業開始日」という。）

の翌年の４月１日から起算して３年間とする。 

(1) 固定資産税及び都市計画税に係る立地奨励金は、新設し、又は

増設した事業所が操業を開始した日（以下「操業開始日」という。）

の翌年の４月１日から起算して５年間とする。 
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(2) 法人市民税に係る立地奨励金は、操業開始日から起算して３年

の間に到来する最後の事業年度終了の日までとする。 

(2) 法人市民税に係る立地奨励金は、操業開始日から起算して５年

の間に到来する最後の事業年度終了の日までとする。 

４ 省略 ４ 省略 

（累積投資型立地奨励金） （累積投資型立地奨励金） 

第６条 省略 第６条 省略 

２ 累積投資型立地奨励金の額は、新設し、又は増設した事業所の固

定資産税及び都市計画税の収納額に相当する額に４分の３を乗じて

得た額（１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）とし、１年度当たり２億円を限度とする。た

だし、第２条第３号アに規定する事業所を設置する企業にあっては、

当該事業所の固定資産税及び都市計画税並びに法人市民税の収納額

に相当する額に４分の３を乗じて得た額（１，０００円未満の端数

が生じたときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）とし、１

年度当たり２億円を限度とする。 

２ 累積投資型立地奨励金の額は、新設し、又は増設した事業所の固

定資産税及び都市計画税の収納額に相当する額                  

                                    

                        を限度とする。た

だし、第２条第３号アに規定する事業所を設置する企業にあっては、

当該事業所の固定資産税及び都市計画税の収納額に相当する額に法

人市民税の収納額に相当する額を加えた額                

                                    

         を限度とする。 

３～４ 省略 ３～４ 省略 

 （大規模設備投資奨励金）  （大規模設備投資奨励金） 

第７条 省略 第７条 省略 

２ 大規模設備投資奨励金の額は、新たに取得した投下固定資産の固

定資産税及び都市計画税の収納額に相当する額に４分の３を乗じて

得た額（１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）とし、１年度当たり２億円を限度とする。 

２ 大規模設備投資奨励金の額は、新たに取得した投下固定資産の固

定資産税及び都市計画税の収納額に相当する額         

                              

                       を限度とする。

ただし、一の指定企業につき１年度当たりの当該額が２億円を超え

る場合には、２億円を限度とする。 

３～４ 省略 ３～４ 省略 
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君津市が管理する市道の構造の技術的基準等を定める条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（車線等） （車線等） 

第３条 車道（副道、停車帯、自転車通行帯その他規則で定める部分を

除く。）は、車線により構成されるものとする。ただし、第３種第５

級又は第４種第４級の道路にあっては、この限りでない。 

第３条 車道（副道、停車帯      その他規則で定める部分を

除く。）は、車線により構成されるものとする。ただし、第３種第５

級又は第４種第４級の道路にあっては、この限りでない。 

２～４ 省略 ２～４ 省略 

５ 第３種第５級又は第４種第４級の普通道路の車道（自転車通行帯

を除く。）の幅員は、４メートルとするものとする。ただし、当該普

通道路の計画交通量が極めて少なく、かつ、地形の状況その他の特

別の理由によりやむを得ない場合又は第３２条の規定により車道に

狭窄部を設ける場合においては、３メートルとすることができる。 

５ 第３種第５級又は第４種第４級の普通道路の車道              

          の幅員は、４メートルとするものとする。ただし、当該普

通道路の計画交通量が極めて少なく、かつ、地形の状況その他の特

別の理由によりやむを得ない場合又は第３２条の規定により車道に

狭窄部を設ける場合においては、３メートルとすることができる。 

（副道） （副道） 

第５条 省略 第５条 省略 

２ 副道（自転車通行帯を除く。）の幅員は、４メートルを標準とする

ものとする。 

２ 副道           の幅員は、４メートルを標準とする

ものとする。 

（自転車通行帯） 

第７条の２ 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道

路（自転車道を設ける道路を除く。）には、車道の左端寄り（停車帯

を設ける道路にあっては、停車帯の右側。次項において同じ。）に自

転車通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別

の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及

び歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路（自転車道を

設ける道路及び前項に規定する道路を除く。）には、安全かつ円滑な

交通を確保するため自転車の通行を分離する必要がある場合におい
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ては、車道の左端寄りに自転車通行帯を設けるものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合において

は、この限りでない。 

３ 自転車通行帯の幅員は、１．５メートル以上とするものとする。た

だし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合にお

いては、１メートルまで縮小することができる。 

４ 自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮し

て定めるものとする。 

（自転車道） （自転車道） 

第８条 自動車及び自転車の交通量が多い第３種（第４級及び第５級

を除く。次項において同じ。）又は第４種（第３級を除く。同項にお

いて同じ。）の道路で設計速度が１時間につき６０キロメートル以上

であるものには、自転車道を道路の各側に設けるものとする。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合におい

ては、この限りでない。 

第８条 自動車及び自転車の交通量が多い第３種         

             又は第４種の道路         

                              

     には、自転車道を道路の各側に設けるものとする。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合におい

ては、この限りでない。 

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及

び歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路で設計速度が

１時間につき６０キロメートル以上であるもの（前項に規定する道

路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行

を分離する必要がある場合においては、自転車道を道路の各側に設

けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりや

むを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及

び歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路      

                     （前項に規定する道

路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行

を分離する必要がある場合においては、自転車道を道路の各側に設

けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりや

むを得ない場合においては、この限りでない。 

３～５ 省略 ３～５ 省略 

（自転車歩行者道） （自転車歩行者道） 

第９条 自動車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道又

は自転車通行帯を設ける道路を除く。）には、自転車歩行者道を道路

第９条 自動車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転車道 

       を設ける道路を除く。）には、自転車歩行者道を道路
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の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理

由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２～４ 省略 ２～４ 省略 

（歩道） （歩道） 

第１０条 第４種（第４級を除く。）の道路（自転車歩行者道を設ける

道路を除く。）、歩行者の交通量が多い第３種（第５級を除く。）の

道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）又は自転車道若しくは

自転車通行帯を設ける第３種若しくは第４種第４級の道路には、そ

の各側に歩道を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特

別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

第１０条 第４種（第４級を除く。）の道路（自転車歩行者道を設ける

道路を除く。）、歩行者の交通量が多い第３種（第５級を除く。）の

道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）又は自転車道       

             を設ける第３種若しくは第４種第４級の道路には、そ

の各側に歩道を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特

別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２～５ 省略 ２～５ 省略 

（待避所） （待避所） 

第３０条 第３種第５級の道路には、次に定めるところにより、待避

所を設けるものとする。ただし、交通に及ぼす支障が少ない道路に

ついては、この限りでない。 

第３０条 第３種第５級の道路には、次に定めるところにより、待避

所を設けるものとする。ただし、交通に及ぼす支障が少ない道路に

ついては、この限りでない。 

(1) ～(2) 省略 (1) ～(2) 省略 

(3) 待避所の長さは、２０メートル以上とし、その区間の車道（自

転車通行帯を除く。）の幅員は、５メートル以上とすること。 

(3) 待避所の長さは、２０メートル以上とし、その区間の車道  

          の幅員は、５メートル以上とすること。 

（小区間改築の場合の特例） （小区間改築の場合の特例） 

第３９条 道路の交通に著しい支障がある小区間について応急措置と

して改築を行う場合（次項に規定する改築を行う場合を除く。）にお

いて、これに隣接する他の区間の道路の構造が、第３条、第４条第３

項から第５項まで、第５条、第７条、第７条の２第３項、第８条第３

項、第９条第２項及び第３項、第１０条第３項及び第４項、第１２条

第２項及び第３項、第１５条から第２２条まで、第２３条第３項並

びに第２５条の規定による基準に適合していないためこれらの規定

第３９条 道路の交通に著しい支障がある小区間について応急措置と

して改築を行う場合（次項に規定する改築を行う場合を除く。）にお

いて、これに隣接する他の区間の道路の構造が、第３条、第４条第３

項から第５項まで、第５条、第７条         、第８条第３

項、第９条第２項及び第３項、第１０条第３項及び第４項、第１２条

第２項及び第３項、第１５条から第２２条まで、第２３条第３項並

びに第２５条の規定による基準に適合していないためこれらの規定
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による基準をそのまま適用することが適当でないと認められるとき

は、これらの規定による基準によらないことができる。 

による基準をそのまま適用することが適当でないと認められるとき

は、これらの規定による基準によらないことができる。 

２ 道路の交通の安全の保持に著しい支障がある小区間について応急

措置として改築を行う場合において、当該道路の状況等からみて第

３条、第４条第３項から第５項まで、第５条、第６条第２項、第７

条、第７条の２第３項、第８条第３項、第９条第２項及び第３項、第

１０条第３項及び第４項、第１２条第２項及び第３項、第１９条第

１項、第２１条第２項、第２３条第３項、次条第１項及び第２項並び

に第４１条第１項の規定による基準をそのまま適用することが適当

でないと認められるときは、これらの規定による基準によらないこ

とができる。 

２ 道路の交通の安全の保持に著しい支障がある小区間について応急

措置として改築を行う場合において、当該道路の状況等からみて第

３条、第４条第３項から第５項まで、第５条、第６条第２項、第７ 

条         、第８条第３項、第９条第２項及び第３項、第

１０条第３項及び第４項、第１２条第２項及び第３項、第１９条第

１項、第２１条第２項、第２３条第３項、次条第１項及び第２項並び

に第４１条第１項の規定による基準をそのまま適用することが適当

でないと認められるときは、これらの規定による基準によらないこ

とができる。 
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無償譲渡の相手方の概要 

 

１ 名 称  学校法人タイケン学園  

２ 代 表 者  理事長 柴岡 三千夫  

３ 所 在 地  東京都板橋区成増一丁目１２番１９号 

４ 設 立 日  平成９年１０月３０日  

５ 目 的 等  教育基本法及び学校教育法に従い私立大学、私立高等学校及び私立専修

学校を設置し、学校教育を行い、有益な人材を育成することを目的とする。 

(1) 日本ウェルネススポーツ大学 スポーツプロモーション学部 スポ

ーツプロモーション学科（通信教育課程）（通学課程） 

(2) 日本ウェルネススポーツ専門学校 社会体育専門課程 スポーツビ

ジネス専門課程 教育・社会福祉専門課程 

(3) 日本ペットアンドアニマル専門学校 動物管理専門課程 

(4) 日本ウェルネススポーツ専門学校広島校 文化・教養専門課程 

(5) 日本ウェルネス歯科衛生専門学校 歯科衛生専門課程 

(6) 日本ウェルネススポーツ専門学校北九州校 社会体育専門課程 

(7) 日本グローバル専門学校 商業ビジネス専門課程 

(8) 日本ウェルネス長野高等学校 普通科 

(9) 日本グローバルビジネス専門学校 商業ビジネス専門課程 

(10) 日本ウェルネス宮城高等学校 普通科 

(11) 日本ウェルネス高等学校 普通科 

６ 資産の総額 １０４億５，６１５万２，７２８円  

７ 従 業 員 等 ５００人  
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旧大和田小学校 

平面図 

 

 

 

 

無償譲渡範囲 
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契約の相手方の概要（旧清和公民館解体工事請負契約） 

 

１ 名 称  株式会社伊藤土建  

２ 代 表 者  代表取締役 伊藤 健一  

３ 所 在 地  君津市北子安二丁目２３番８号  

４ 設 立 日  昭和４６年４月２２日  

５ 目 的 等  (1) 土木工事業  

(2) 建築工事業 

(3) ほ装工事業 

(4) 水道施設工事業 

(5) 管工事業 

(6) 造園工事業 

(7) 解体工事業 

(8) 古物商 

(9) 産業廃棄物の収集、運搬、処理業 

(10) 前各号に附帯する業務 

６ 資本金の額 ２、０００万円  

７ 従業員等  １５人  


